
1．背 景 と 課 題

　食品や農産物の貿易が増加し，食のグローバル化が
進んだ現在においても，国産品は輸入品と比べて「安
全・安心」であるとの見方が根強い．例えば，マスコ
ミを中心に，国産品は安全性の面で品質優位性を有し
ているので，TPP 等の自由貿易協定において関税を
削減，撤廃しても生き残れるといった論調があるほか，
消費者団体等からは，自由貿易協定により日本の高い
安全性基準が輸出国の低い基準まで引き下げられると
の懸念も聞こえてくる．これらの主張を見ると，更な
る市場開放をすべきか否かについては必ずしも意見は
一致していないが，輸入品と比べて国産品の安全性が

高いという点では意見が一致している．このように，
国産品は安全性の面で品質優位性を有しているという
ことが，日本農業に関する議論の前提になっている節
がある．しかしながら，更なる市場の開放が避けられ
ない状況において，今後の日本農業の在り方を議論す
る上で重要な論点であるにもかかわらず，安全性が国
産品の品質優位性を確立する要因となっているのか否
かについて，明示的に検証した分析は，私見では見受
けられない．
　そこで本稿では，安全性と国産品の品質競争力の関
係を検証することを課題とする．課題への接近は以下
の手順で行う．まず第 2 節では，食の安全の問題と情
報の不完全性等の市場の失敗との関係に着目し，食品
安全政策の経済学的な意義を整理する．その上で，食
の安全の問題を分析する際には，科学に基づく客観的
安全性と消費者の主観的安全性（安心）の違いを考慮
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することが重要であることを確認する．次に第 3 節に
おいて，食の安全に関する国際規律と食品安全政策の
関係を考察する．WTO/SPS 協定（衛生植物検疫措
置の適用に関する協定）は食品安全に関する措置が貿
易阻害的かどうかを判断する基準として，科学の概念
を導入した．ここでは，協定発効後，科学的根拠を
ベースに各国の客観的安全性の水準が平準化される傾
向にあることを確認する．第 4 節では，SPS 協定に
より客観的安全性が確保されているという前提の下，
情報の非対称性を考慮した二国間貿易モデルを用いて，
輸入国が食品安全に関する措置を変更する場合に，経
済余剰がどう変化するかを明らかにする．輸入国に
とっての経済的最適解が，国産品の品質優位を維持す
る方向性と合致しているのかどうかを検証することが
理論分析のねらいである．その上で，米 EU 間の成長
ホルモン事案と日米間の BSE 牛肉事案を具体的事例
として取り上げ，理論と実態の関係について確認する．
以上を通じて，安全性が国産品の品質優位性を確立す
る要因になるのか否かについて検討することが本稿の
課題である．

2．食品安全政策の経済学的考察

　政府の食品安全政策は，市場に流通する食品の安全
性を決める重要な要素である（註 1）．本節では，な
ぜ政府が食品の安全性を確保するために市場に介入す
ることが必要なのか，経済学的な視点から考察する．
1）情報の不完全性

　多くの先行研究は，政府が食品安全政策を実施する
理由として，情報の不完全性に起因する市場の失敗を
挙げている（註 2）．ここでは，信用財的特性により
消費者が食品の安全性の程度を確認できないことが，
安全性の確保を困難にしていることを指摘する．
(1）信用財的特性

　消費者は食品を消費するとき，安全性に関する情報
の多くを確認できない．Darby et al. （1973）は，消
費者が品質情報を確認できる程度に応じて，食品を探
索財，経験財，信用財に分類した．これらの分類を安
全性に当てはめると，「腐敗」しているか否かは事前

に確認可能なので探索財的特性，「急性食中毒の原因
となる有害物質」が含まれているか否かは消費するこ
とで判明するので経験財的特性，「残留農薬」の水準
は消費しても確認できないので信用財的特性となる．
また，遺伝子組換え技術や成長ホルモン投与の有無な
ど，生産プロセスに関することも信用財的特性である．
信用財的特性が最も情報の不完全性が大きく，食品の
安全性に関する特性の多くはこれに当たる（Caswell 
1998）．そのため，消費者は市場に流通している食品
の安全性を知ることができず，食品事業者と消費者の
間で情報の非対称性が生じる．食品事業者は，食品の
製造過程で使用した食品添加物の名称や量など，安全
性に関する情報を有しているが，消費者はその情報を
得ることができないのである．近年の貿易の拡大や食
の外部化の進展は，流通過程の長期化・複雑化を通じ
て，情報の非対称性の問題をより深刻にしていると考
えられる．
(2）情報の非対称性による逆選択

　情報の非対称性は，逆選択による市場の失敗を引き
起こす（Akerlof 1970）．市場には安全性の高い食品

（高品質財）と安全性の低い食品（低品質財）の 2 種
類の食品が流通し，安全性の信用財的特性のため，消
費者は両者を区別できないとする．消費者は，高品質
財を購入したと思っても，実はそれは低品質財かもし
れないという状況では，両者の平均品質により需要量
を決定せざるを得ない．言うまでもなく，消費者が直
面する平均品質は高品質と低品質の中間の水準になる．
その結果，完全情報の場合と比べて，高品質財の需要
は減少する一方で，低品質財の需要は増加する．食品
事業者は低品質財を供給するインセンティブを持つた
め，たとえ消費者が安全性の高い高品質財を購入した
いと考えていたとしても，市場には低品質財しか供給
されなくなる．
　こうした逆選択による市場の失敗を是正する 1 つの
手段が，表示制度の導入である（Caswell et al. 1992）．
安全性の情報を食品に添付することで，信用財的特性
は探索財的特性に変換される．その結果，消費者は品
質情報を認識できるようになるので逆選択は生じない．
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（註 1）　食品の安全性とは，食品中の危害要因により健康への悪影響が生じる確率とその影響の程度，すなわちリスク
を裏返したものとして理解される．

（註 2）　例えば，中嶋（2002）は「食品安全政策とは，情報の不完全性が引き起こす市場の失敗の補正政策」と指摘し
ている．中嶋（2002）は，食品の安全性に関する経済学的分析の幅広い論点に触れているため，本節を補完するもの
として参照されたい．また，荒幡（2005）は，情報の不完全性とは，情報の不確実性，情報の非対称性，消費者の情
報処理の際の錯覚の 3 つから構成されると整理した．情報の不確実性とは，科学の進歩により新たな危害要因が発見
されることなどを指すが，本稿ではこの問題に立ち入らない．



2）直接的な安全規制の必要性
　しかし，表示制度は各国の食品安全政策の一部分を
構成するに過ぎない．Caswell （1998）が指摘するよ
うに，多くの国では製品規格や性能規格等の直接規制
が食品安全行政の中心であり，表示制度はそれを補完
する政策として位置づけられている．我が国でも，政
府は表示制度だけでなく，残留農薬の基準値の設定な
ど食品の規格・基準を定め，それに違反する食品の流
通を禁止するという直接規制を実施している．このよ
うに，情報問題への対処を超えた規制が敷かれている
理由はどこにあるのか．以下では，表示制度の限界，
社会的規制，公共財供給という 3 つの視点から直接規
制の必要性について述べる．
(1）表示制度の限界

　まず認識すべきことは，表示制度の効果は消費者に
情報を提供することであり，安全性水準を直接的に向
上させることではない点である．そのため，消費者の
知識によっては安全性の情報を正しく理解できない事
態が生じたり，業者による偽装表示により情報への信
頼性が低下する事態が生じうる．また，外食や加工食
品の場合，日常的な仕入れ先の変更が表示制度への対
応コストを増加させており，食の外部化の進展により，
表示制度で対応可能な食品の範囲が縮小してきている
という問題もある．こうした状況では，表示制度によ
り安全性の水準は正しく消費者に伝達されないので，
業者が安全性向上に取り組むインセンティブも損なわ
れる．
(2）社会的規制

　次に，食品安全政策には何らかの価値判断に基づき
実施される社会的規制としての側面がある．生源寺

（2001）は，政府の規制は情報問題への対処を超えた
範囲に及んでいるとした上で，「食品安全政策の基礎
には，情報の非対称性にまつわる非効率に関する問題
意識だけでなく，国民の健康の保持を望ましいとする
価値判断がある」と指摘した．食品安全基本法でも

「国民の健康が最も重要」との基本的認識が明記され
ており，政府の政策実施の基礎に社会的規制としての
側面がある点については異論は少ないと考えられる．
(3）公共財の過小供給

　最後に，食品安全政策は公共財としての側面を有し

ていることから，政府の介入がなければ安全性の確保
は不十分な水準に留まるおそれがある．例えば，
Unnevehr （2007）は，複雑なフードチェーンにおい
ては，事業者間の協力がなければ十分な安全性を確保
できず，個々の事業者の安全性向上の取り組みが他の
事業者に影響するという外部性があること，規格・基
準を含む安全性に関する情報やインフラ設備は非排他
的に使用させることが望ましいこと，などを理由に公
的機関による介入が必要になることを指摘した（註
3）．
3）客観的安全性と主観的安全性の違い

　以上のように，政府の食品安全政策は様々な側面か
ら実施されているが，その際に重要なことは，消費者
が安全性をどのように認識するかという点である．こ
れまでの議論では，暗黙的に「安全性とは科学的なリ
スク評価に基づく客観的なものである」としていた．
しかし，客観的安全性と主観的安全性には乖離が生じ
ることが多くの研究で指摘されており，食品安全の問
題を議論する際には両者を区別する必要がある（Hen-
son et al. 1993，中嶋 2004）．ここで，後者は消費者
の主観的な評価に基づく安全性であり，「安心」と呼
ばれることも多い．
　食品安全行政の最も重要な目的は，国民の健康およ
び生命の保護であるが，同時に主観的安全性を確保す
ることも重要である．なぜなら，たとえ政府が食品の
客観的安全性を確保したとしても，消費者がその食品
を消費する際に安全だと感じることができなければ，
安全性への懸念や不安により，本来の安全性（客観
的）リスクに応じた需要行動が行われないためである．
この点について，現在フードチェーン全体で政府の直
接規制が敷かれているという事実は，客観的安全性を
確保するだけでなく，全ての食品が安全であるという
安心感を消費者に与え，主観的安全性を確保する上で
重要な役割を果たしていると考えられる（註 4）．

3．SPS協定と客観的安全性

　国産品，輸入品の違いを問わず，市場に流通する食
品の安全性を確保することの重要性は全ての国におい
て共通である．そのため，各国の食品安全政策は輸入
品も対象となっているが，措置の内容は国による違い
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（註 3）　Unnevehr（2007）は，食品の貿易の拡大に伴い，食品の安全性に関するリスクや，それを減少させることに
よる利益は国境を越えて共有されるようになったことから，食の安全の問題はグローバル公共財の供給問題として取
り組むべきと主張している．

（註 4）　中嶋（2011）は，食品の安全については個々の商品別に対応するより，行政的対応と関連企業の関与によるシ
ステマティックな安全管理を行い，その制度や関連する事業者を信頼できるようにすることが重要であると指摘した．



があることが普通である．その結果，輸入国の措置は
輸出国から貿易阻害的であると指摘されることが多い．
この場合，どのような措置が貿易阻害的であるとされ
るのか，その国際的なルールを定めているのが
WTO/SPS 協定である．
1）SPS協定の基本ルール

　1986 年に開始された GATT ウルグアイラウンド交
渉では，貿易の拡大と食の安全の確保をどのように両
立させるかについての議論が行われ，1995 年に SPS
協定が発効した（註 5）．同協定は，食品の安全性や
動植物検疫に関する措置（以下，SPS 措置）が，人
や動植物の健康を保護する役割を有していることを認
めつつ，これらが貿易に与える悪影響を最小限にする
ことを目的としている．
　SPS 協定の特徴は，SPS 措置の正当性を判断する
基準として「科学」の概念を導入した点にある．同協
定の下では，各国は科学的根拠に基づかない SPS 措
置を維持してはならない．そのような措置は貿易を不
当に制限しているとみなされ，輸出国から変更を要求
される．具体的には，輸出国は，輸入国の SPS 措置
が貿易に影響を及ぼしていると考えた場合，輸入国に
対して，当該措置はコーデックスなどの国際基準に基
づいているのか否かを照会できる．輸入国は，当該措
置が国際基準に基づいていない場合（国際基準が存在
しない場合を含む）は，輸出国に対して当該措置の科
学的根拠を説明する義務を負う．科学的なリスク評価
に基づいているか，恣意的・不当な差別はなされてい
ないかなどが説明のポイントである．
　つまり，SPS 協定は，国際基準に基づく措置は科
学的根拠に基づくものであるとみなすとともに，国際
基準に基づかない措置については，科学的根拠がある
場合に限り，当該措置を維持することを認めている．
必然的に，食の安全に関する貿易問題に対処する上で
科学の果たす役割が大きくなり，我が国においても，
2003 年の食品安全基本法の施行を契機に，リスク分
析の導入，リスク評価機関（食品安全委員会）とリス

ク管理機関（厚生労働省，農林水産省）の役割分担の
明確化等を通じて，科学に基づく食品安全行政の強化
が図られてきた（註 6）．
2）SPS協定の運用状況

　二国間で SPS 措置に関する問題が生じた場合は，
当事国同士の協議により問題解決を図ることが基本と
なる．SPS 協定には，その二国間協議を補完・代替
する仕組みが備わっている．以下では，協定発効後に
これらの仕組みが実際にどのように運用されてきたの
かを確認する．
(1）SPS通報

　各国は，新たな SPS 措置の導入や既存の措置の変
更の際には，当該措置の対象品目，目的，必要性等を
事前に関係国に対して通知し，コメントや質問を受け
付けなければならない．SPS 通報の目的は，SPS に
関する貿易問題を事前に防止し，問題の早期解決につ
なげることである．場合によっては，通報に対するコ
メントを受け，新たな措置が実施される前に問題が解
消されることもある．協定発効後，毎年の通報件数は
増加傾向にあり，SPS 通報は SPS 措置の透明性の向
上に着実に貢献してきている（註 7）．
(2）SPS委員会

　SPS 措置に関する各国の定期的な協議の場として，
年に 3 回，SPS 委員会が開催されている．同委員会
には，コーデックスや国際獣疫事務局などの関連国際
機関もオブザーバーとして参加している．同委員会の
場では，各国は自国の SPS 措置に関する情報の提供
や，他国の SPS 措置の問題点を「特定の貿易上の関
心事項（Specific Trade Concern）」（以下，STC）と
して提起することができる．STC は既に二国間協議
で議論されていることが多いが，委員会の場で改めて
問題提起することにより，当事国以外の国や国際機関
とも問題意識を共有することで，二国間協議での問題
解決を促すことが期待されている（註 8）．
　2013 年末時点で合計 368 件の STC が提起されてお
り，うち我が国が提起された案件は 29 件である
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（註 5）　SPS 協定は 1995 年 1 月に WTO 協定の附属書の 1 つとして発効した．SPS 協定発効までの交渉経緯や協定内
容の詳細については林（2013）を参照されたい．

（註 6）　食品安全基本法は，2001 年の国内での BSE 発生を受けて，これまでの生産者優先の行政から消費者の健康保
護を最優先とする行政に抜本的に見直すために制定された．

（註 7）　WTO のウェブサイト（http://spsims.wto.org/）から，年間通報件数は 1995 年で 198 件，2005 年で 856 件，
2013 年で 1,299 件と増加傾向にあることを確認できる．また，2013 年末で累計通報件数は 16,000 件を超えている．

（註 8）　SPS 委員会は例年 3 月，6 月，10 月にスイスのジュネーブで開催されている．STC の提起を含む公式会合で
の議論のほか，少数国による非公式会合や加盟国が集まる機会を利用した二国間協議の場の提供も，SPS 委員会の
持つ重要な機能である．



（WTO 2014）．この 29 件には残留農薬，食品添加物，
口蹄疫など様々な措置が含まれているが，食品安全の
関係で特に大きな貿易問題に発展したのは，2005 年 
3 月に米国から提起された BSE 発生に伴う牛肉の輸入
禁止措置である．日米間の BSE 問題は当時，政治的，
経済的に重要な二国間問題に発展した．一方，我が国
が他国の措置を STC として提起した件数は 3 件に留
まっており，被提起案件に対する提起案件は米国や
EU と比較しても少ない（註 9）．今後，農林水産物・
食品の輸出を拡大するためには，他国の SPS 措置の
問題点を改善し，輸出環境を整備していく必要がある
が，そのためには STC の提起も含め，SPS 委員会で
の議論をより積極的に活用していく視点も重要である．
　WTO（2014）によれば，STC について，368 件の
うち 172 件は何らかの解決があったと事務局に報告さ
れているが，残りの 196 件については解決の報告がな
されていない．ただし，WTO（2014）は同時に，こ
の 196 件には当事国間では既に解決したが報告されて
いないだけの案件が含まれているとも指摘している．
このように，報告されている以上の STC が実質的に
解決されていることは，紛争解決手続きに持ち込まれ
た案件の数が少ない点からも確認できる．
(3）紛争解決手続き

　輸出国は，二国間協議で問題を解決できない場合，
WTO の紛争解決手続きを利用することができる．提
訴国による協議要請により紛争解決手続きは開始され
るが，2013 年末時点で SPS 協定を引用した協議要請
は 40 件である．ただし，協議要請がなされても，パ
ネル設置前に問題が解決されることや，パネル設置後，
報告書が出る前に二国間合意が成立する場合などもあ
る．林（2012）の整理によれば，SPS 協定が主要な
争点となり，かつパネルまたは上級委員会の報告書が

出された事案は 8 件に留まる（註 10）．このことから，
SPS の問題のうち紛争解決手続きに持ち込まれたの
は非常に限定的なケースであることを確認できる．
　以上を整理すると，SPS 協定は科学的根拠に基づ
き各国間の SPS の問題を解決することを求めており，
実際に多くの問題が同協定のルールの下で解決されて
いる．したがって，協定発効後は，科学的根拠をベー
スとして，各国間の客観的安全性は平準化される傾向
にあると考えられる．

4．SPS措置変更の余剰分析

　本節では，輸入国が輸出国の要求に応じて SPS 措
置を変更する状況についての余剰分析を行う（註 11）．
前節で述べたように，SPS 協定の下では輸入品と国
産品の客観的安全性の水準は平準化される傾向にある
が，消費者の主観的安全性は基本的には協定の対象外
である（註 12）．そのため，消費者が輸入品の安全性
に懸念を有しているにもかかわらず，科学的根拠に基
づき SPS 措置が変更される状況も十分に考えられる．
そのような状況について，Bureau et al. （1998）や
Hobbs et al. （2006）は，消費者が輸入品の安全性に
懸念を有している場合，SPS 措置の変更は輸入国の
経済的最適解とは一致せず，輸入国の総余剰の減少を
もたらすことがあると指摘している．そこで以下では，
Bureau et al. （1998）のモデルに依拠した余剰分析を
行い，SPS 措置変更に関する経済的な含意を明らか
にする．
1）理論モデル

　ここでは，輸入国は輸出国の食品について輸入禁止
措置を取っているが，輸出国から当該 SPS 措置は科
学的根拠に基づいていないので変更すべきとの要求が
あり，SPS 措置が変更される状況を想定している． 

107国産農産物の品質競争力と安全性

（註 9）　我が国が提起した案件は，①福島第一原発事故に伴う食品の輸入規制（対中国，香港，台湾，2013 年 6 月），
②同原発事故に伴う水産物の輸入規制の強化（対韓国，2013 年 10 月），③伝統的な食品への食品添加物の使用禁止

（対トルコ，2013 年 10 月）の 3 件である．なお，米国の提起件数は 82 件，被提起件数は 42 件，EU はそれぞれ 74
件，73 件である（2013 年末時点）．

（註 10）　EC・ホルモン牛肉事案，豪州・サーモン事案，日本・コドリンガ事案，日本・リンゴ火傷病事案，EC・
GMO 事案，米国・義務停止継続事案，豪州・リンゴ事案，米国・鶏肉輸入事案の 8 件である．詳しくは林（2012）
を参照．また，主な紛争事案のパネル・上級委員会報告書の内容や SPS 協定の解釈上の問題については藤岡（2007）
が参考になる．

（註 11）　SPS 措置には動植物検疫措置も含まれているが，本稿は食品の安全性の問題を対象としていることから，以
下では SPS 措置を食品安全に関する措置と同義で用いている．

（註 12）　SPS 協定が基本的に客観的安全性だけを対象にしていることについて，神事（2008）は「SPS の範囲を費用
便益分析によって測定される経済的な便益や費用にまで拡大し，消費者の主観的リスクも考慮することに一定の論拠
があると考えられる」と指摘している．



モデルの仮定は以下のとおりである．
（ⅰ）　消費者は価格（p）および品質により食品の

需要量を決めるが，主観的安全性（q）以外
の品質は一定とし，需要関数は D（p,q）とす
る．また，∂D/∂p＜0，∂D/∂q＞0 である．

（ⅱ）　SPS 措置の変更前は国産品だけが流通して
おり，供給関数は SD（p）とする．措置の変
更後は，国産品と輸入品の両方が流通し，供
給関数は ST（p）（＝SD（p）＋SF（p））となる．
SF（p）は輸入品の供給関数である．また，
∂S/∂p＞0 である．

（ⅲ）　情報の非対称性により，消費者は輸入品と国
産品を完全には区別できない．

（ⅳ）　SPS 措置は科学的根拠に基づき変更される
ため，輸入品と国産品の客観的安全性は健康
被害が生じないと想定される範囲で決まって
いる．

（ⅴ）　消費者は輸入品の安全性に懸念を持っている
ため，輸入品の主観的安全性は国産品と比べ
て低い．

　これらの仮定について補足する．まず仮定（ⅰ）で
あるが，消費者の食品の需要量は客観的安全性ではな
く主観的安全性により決まる．仮定（ⅱ）について，
SPS 措置の変更により貿易が開始される状況を想定
している．仮定（ⅲ）については，消費者の知識，表
示制度への信頼や対象範囲が限定的（外食や加工食品
の多くは対象外）などといった問題により，仮に表示
制度を導入しても情報の非対称性は完全には解消でき
ない．仮定（ⅳ）と（ⅴ）については，客観的安全性
は輸入品と国産品のどちらも健康保護に必要な一定水
準が確保されているが，消費者はそのように考えてお
らず，主観的安全性については国産品と輸入品の間で
差があるという状況を想定している．
　まず SPS 措置を変更する前の市場均衡であるが，
市場には国産品しか流通していないため，均衡点は点
b，輸入国の総余剰はΔab0 である（第 1 図）．
　ここで輸出国の要求に応じて輸入国が SPS 措置を
変更し，輸入が解禁された場合を考える．市場に輸入
品が流通するようになるため，供給曲線は SD（p）か
ら ST（p）（＝SD（p）＋SF（p））に右にシフトし，均衡点
は点 b から点 c に移動する（第 2 図の左図）．結果，
輸入国の生産者余剰は□ ibej だけ減少するが，その減
少を上回って消費者余剰が□ ibcj だけ増加するため，
輸入国の総余剰はΔbce だけ増加する．これは関税削
減に伴う貿易の利益と同様のものであり，輸入国の総
余剰は □ ace0（＞Δab0）になる．

　しかし，関税削減の場合と異なり，SPS 措置の変
更の場合は，主観的安全性の低い輸入品が流通するこ
とに伴う影響がある．情報の非対称性により，消費者
は輸入品と国産品を区別できないので，消費者が直面
する主観的安全性は輸入品と国産品の平均となり，q
から q′に低下する．結果，需要曲線は D（p，q）から
D（p，q′）に左にシフトし，均衡点は点 c から点 d，輸
入国の総余剰は□ hdl0 となる（第 2 図の右図）．
　表は，上記の SPS 措置変更に伴う経済余剰の変化
を整理したものである．まず，表にあるとおり，輸入
国の生産者余剰は必ず減少する一方で，消費者余剰の
増減は理論的には決まらない．第 2 図から，消費者余
剰は SPS 措置変更前でΔabi，変更後でΔhdk であり，
両者の差（Δhdk－Δabi＝ □ gdki－ □ abgh）の符号は
不明である．その結果，輸入国の総余剰についても変
更前と変更後の差（ □ hdl0－ □ ab0＝ □ fdl－ □ abfh）の
符号は決まらず，変更に伴う輸入国の総余剰の増減は
理論的に不定となる．輸入国の総余剰の変化には，以
下の 3 つのパターンがある．

①　生産者余剰の減少分よりも消費者余剰の増加分
が大きい場合（総余剰は増加）

②　生産者余剰の減少分よりも消費者余剰の増加分
が小さい場合（総余剰は減少）

③　生産者余剰，消費者余剰の両方が減少する場合
（総余剰は減少）

　まず，①から③に向かうにつれて輸入国の総余剰は
小さくなる．主観的安全性について輸入品と国産品の
差が大きく，情報の非対称性の程度が大きい場合に需
要曲線のシフトは大きくなり，消費者余剰の減少が大
きくなるので，それにしたがって均衡点は③の方向に
向かう．このとき，③の場合は輸入国の消費者と生産
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第 1図　SPS 措置変更前の輸入国の経済余剰



者はどちらも貿易により不利益を被ることから，両者
は一致団結して SPS 措置の変更に反対するインセン
ティブを持つ．そのため，輸出国と輸入国との間で
SPS 措置変更に関する経済的利害の対立が大きくなる．
さらに②，③の場合，輸入国の総余剰の減少が輸出国
の総余剰（生産者余剰）の増加を上回れば，世界全体

（輸入国と輸入国）の総余剰も減少することになり，
SPS 措置の変更は世界全体にとって望ましいとは言
えなくなる．
　以上を整理すると，輸入品と国産品の主観的安全性
の違いが大きいほど，また，情報の非対称性の程度が
大きいほど，SPS 措置変更に伴い輸入国の総余剰は
減少する．したがって，科学的には SPS 措置を変更
すべきである場合であっても，輸入国の総余剰最大化
の観点からは措置を変更しないことが望ましい状況が
あり得る．しかし，SPS 協定のルールの下で，その
ような行動は認められるのであろうか．以下では理論
的考察を実際の貿易問題に適用することで，理論と実
態の関係を考察する．
2）事例分析

　ここでは，米 EU 間の牛肉の成長ホルモン事案と日

米間の牛肉の BSE 事案を取り上げる．両事案を選ん
だ理由は，消費者が輸入品の安全性について懸念を
持っていたという点で共通している一方で，問題解決
のプロセスと結果には相違点が見受けられるためであ
る．
(1）米 EU間の牛肉の成長ホルモン事案

　1980 年代，当時の EC は成長ホルモン使用牛肉へ
の消費者の懸念を背景に，国内での成長ホルモンの使
用を禁止するとともに，成長ホルモン使用牛肉の輸入
を全面的に禁止した（註 13）．これに対して，国内で
成長ホルモンを使用している米国は，EU の輸入禁止
措置は科学的根拠に基づいていないと主張し，本件は
WTO の紛争解決手続きの場に持ち込まれた（註 14）．
パネル，上級委員会の結論は，EU の措置は科学的根
拠に基づいていないという内容であったが，EU はホ
ルモン使用牛肉の輸入を解禁せず，米国は制裁関税の
発動に踏み切った．結局，米国が制裁関税の強化を宣
言したことを受けて二国間協議が再開され，2009 年
にホルモン未使用牛肉の低関税輸入枠の増加等を含む
暫定合意が成立した（註 15）．しかしながら，ホルモ
ン使用牛肉に関する両国の根本的な立場の違いは最後
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第 2図　SPS 措置変更後の輸入国の経済余剰

（註 13）　1970 年代より，欧州では牛の成長促進を高める効果がある合成女性ホルモンの発がん性について，消費者の
間で不安感が広がっていた（岩田 2004）．こうした中，1985 年，イタリアで幼児の性的異常をもたらした牛肉ベビー
フードのホルモン汚染事件が起きたことにより，ホルモン剤の使用に対する反対運動が激化した（嘉田 1997）．

（註 14）　カナダも同様に EU を提訴した．本事案は SPS 協定の発効前に GATT の紛争解決手続きに持ち込まれたこと
もあったが，当事国の反対によりパネルは設置されなかった．本事案の経緯については，Kerr et al. （2002）や
Johnson et al. （2010）が参考になる．

（註 15）　暫定合意の内容は，EU がホルモン未使用牛肉について無税の関税割当を増加させる代わりに，米国は制裁措
置を取りやめるというものである．当該暫定合意は 2013 年 8 月に 2 年間延長された．



まで解消されなかった．
　本件について，上記の理論的枠組みに基づき検討す
ると，まず，EU の消費者は成長ホルモンの安全性へ
の懸念を持っており，成長ホルモンを使用した米国産
牛肉の主観的安全性は EU 産牛肉よりも低いと考えら
れる（註 16）．米国が WTO に提訴したことが消費者
の懸念を増大させた面も否定できない．また，表示規
制とセットでの輸入解禁は両国間で合意に至らず，情
報の非対称性も解消されない状況であった（註 17）．
したがって，仮に EU が SPS 措置を変更した場合，
総余剰が減少する第 2 図の右図のような状況であった
と考えられる．
　本件の場合，EU はホルモン使用牛肉の輸入を解禁
しなかったため，SPS 措置変更に伴う総余剰の減少
は実際には生じていないが，制裁関税の発動や米 EU
間のその他の SPS 案件の交渉への悪影響などを通じ
て，両国間の経済に損害をもたらしたと考えられる．
以上のことから，SPS 協定のルールの下で，消費者
の懸念が解消されない状況は，輸出国，輸入国の双方
にとって望ましくない状況をもたらすことがわかる

（註 18）．
(2）日米間の牛肉のBSE事案

　2001 年，我が国で初めて BSE が発生し，牛肉の安
全性への消費者の不安が急激に高まった．政府は，飼
料規制の強化や特定危険部位の除去等の安全性確保の
措置に加え，消費者の不安を軽減するために全ての牛
を対象とした BSE 検査を導入した．全頭検査は消費
者の主観的安全性の回復に貢献し，牛肉消費を支える
ことには一定程度成功したと評価されている（註 19）．
こうした中，2003 年 12 月に米国で BSE が発生した
ため，日本政府は直ちに米国産牛肉の輸入を禁止した．
日本は米国に対して，全頭検査を含む国内の安全性確
保の措置と同等の措置を輸入解禁の条件として提示し
たが，米国は全頭検査には科学的根拠がないとし，国
際基準に基づく輸入条件の設定を求めたため，二国間
の貿易問題に発展した．米国は，2005 年に日本の輸
入禁止措置を SPS 委員会で STC として提起したが，
EU ホルモン事案の場合とは異なり紛争解決手続きは
使用せず，最後まで二国間協議での解決を目指した

（註 20）．
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表　SPS 措置の変更に伴う経済余剰の変化

輸入国 輸出国

総余剰 消費者余剰 生産者余剰 総余剰（生産者余剰）

供給曲線のシフト
による変化（①）

正値 正値 負値 正値

需要曲線のシフト
による変化（②）

負値 負値 負値 負値

総変化 不定 不定 負値 正値
（①＋②） □ fdl－ □ abfh □ gdki－ □ abgh

註：網掛けは SPS 措置変更に伴う余剰の変化の符号が理論的に不定であることを指す．
　　�また，□ fdl－ □ abfh と□ gdki－ □ abgh はそれぞれ輸入国の総余剰と消費者余剰の変化分で 

あり，第 2 図の右図の表記と対応している．

（註 16）　EU の消費者のホルモン使用牛への支払い意思額を計測した研究としては，Alfnes et al．（2003），Lusk et al．
（2003）等がある．Alfnes et al.（2003）は，実験的オークション分析により，国産牛，アイルランド産牛肉，米国産
ホルモン未使用牛と比べ，米国産ホルモン使用牛肉は最も低く評価されていることを示した．

（註 17）　Bereau et al.（1998）は，表示規制とセットでの輸入解禁により逆選択は解消可能であることを理論的に示し
たが，Josling et al.（2004）によれば，米国は EU との協議において「USA 産」という表示には同意したが，残留ホ
ルモンの水準が EU 産の牛肉より高いことを示す表示には合意しなかった．

（註 18）　Kerr et al.（2002）は，米 EU のホルモン牛肉事案について，消費者の安全性への懸念を十分に考慮できない
という SPS 協定の問題点を浮き彫りにしたと指摘している．

（註 19）　山根（2008）は，全頭検査の見直しを想定し，検査見直しに伴う消費者厚生の変化を計測した．その結果，
検査見直しに伴う消費者厚生の損失は，検査の費用を上回っており，BSE 発生から 5 年半を経過した時点においても，
消費者は全頭検査を高く評価していたことを明らかにした．



　本事案において注目すべき点は，両国は時間の経過
とともに消費者の懸念を解消することができたことで
ある．まず 2005 年 12 月，食品安全委員会の答申を受
けて 20 カ月齢以下の牛に由来する牛肉に限り輸入が
再開された．この当時の状況を振り返ると，輸入再開
に先立ち，2005 年 8 月に法令上，国内の全頭検査は
見直されたが，都道府県は自主的に全頭検査を継続し
た（註 21）．そのため，国内では全頭検査を実施して
いる状況での輸入再開に対して消費者の反発は非常に
大きく，当時の政権を揺るがしかねない政治問題にも
発展した．米国からしても，輸入再開後の米国産牛肉
の輸出量の回復のペースは期待されたほどではなく，
更なる月齢制限の引き上げを目指す中で，消費者の懸
念を解消することの重要性を認識することとなった

（註 22）．したがって，日米両国において，日本の消
費者の懸念に配慮することが必要という点では利害が
一致しており，消費者を刺激しないよう，二国間協議
は慎重に実施された．結果，輸入再開から 7 年以上が
経過した 2013 年 2 月に月齢制限は 20 カ月から 30 カ
月に緩和されたが，その時には消費者の懸念はほぼ解
消されていた（註 23）．米 EU 間のホルモン事案とは
異なり，本事案についての両国の立場の違いは少しず
つ解消されてきている．
　以上を整理すると，2005 年の輸入再開時では第 2
図の右図のような状況であったのに対して，2013 年
の月齢制限緩和時では第 2 図の左図のような状況であ
り，2013 年当時には主観的安全性の低下に伴う需要
曲線のシフトは起きず，両国の経済厚生はともに改善
する状況になっていたと考えられる．
(3）SPS協定下における政府の対応方針

　輸入国の消費者が輸入品の安全性に懸念を有してい
たとしても，SPS 協定のルールの下では科学的根拠
に基づき対応しなければならない．しかしながら，こ

れらの事案は，輸出国と輸入国の双方にとって，紛争
解決のためには科学的な対応だけでなく，消費者の懸
念の解消に努めることが重要であることを示している．
特に，日米 BSE 事案において，米国は WTO 紛争解
決手続を利用せず，日本は安全性確保の措置の内容を
丁寧に説明するなど，両国が日本の消費者の懸念に配
慮しながら二国間協議により時間をかけて解決を目指
したことが，問題解決に貢献したと評価できる．
　したがって，輸出国は，輸入国の消費者の懸念に配
慮しつつ，二国間協議で時間をかけて解決を目指すべ
きである．輸入国としても，そうすることが結果的に
紛争解決の近道であると輸出国に説明し，消費者の懸
念がある状況下での SPS 措置の変更を避けることが，
経済的な損失や問題の長期化を避けるために有効であ
ると考えられる．

5．インプリケーション

　以上の分析に基づき，本稿の課題である，安全性と
国産農産物の品質競争力の関係について検証する．ま
ず，SPS 協定のルールの下では，科学的根拠に基づ
き安全性を確保することが求められている．そのため，
各国間の客観的安全性の水準は平準化される傾向にあ
り，実際に協定発効後の運用実態からも，各国の SPS
の問題の多くは同協定の下で解決されてきていること
を確認できた．そもそも，客観的安全性の確保は消費
者の健康・生命を保護する上で不可欠なものであり，
我が国政府は，輸入品，国産品を問わず，客観的安全
性が一定水準以下の食品をフードチェーンから除外す
ることを食品安全政策の基本としている．つまり，客
観的安全性の確保は食品が満たすべき最低限の品質要
件となっているのである．
　その上で，消費者が国産品の安全性をどう評価する
かが国産品の品質競争力にとって重要である．仮に輸
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（註 20）　2005 年 3 月の SPS 委員会で，米国は，日本が米国産牛肉の輸入禁止措置を導入してから 14 カ月経過し，米
国は既に十分な BSE 対策を講じていることから，科学的根拠に基づき輸入禁止措置を直ちに撤廃すべきと主張した．

（註 21）　国は都道府県の自主的な全頭検査に対して，3 年間に限り国庫補助を実施した．しかし，都道府県は 3 年間の
経過措置終了後も全頭検査を継続し，結局，2013 年 7 月に国内の BSE 検査の法令上の対象が 48 ヵ月に引き上げら
れる際に，全都道府県で同時に全頭検査が終了することとなった．

（註 22）　輸入が解禁されてから約 5 年が経過した 2010 年においても，米国産牛肉の輸入量と全輸入量に占めるシェア
は 9.9 万トン，19％ であり，BSE 発生前の水準（2002 年：24 万トン，45％）の半分にも達していなかった（財務省

『貿易統計』）．
（註 23）　食品安全委員会は輸入条件の変更に当たりパブリックコメントを実施しているが，2005 年の緩和の際の意見

提出件数は 8,846 件で，その多くが安全性への懸念を示すものであったのに対して，2013 年の緩和の際は 414 件と件
数は大幅に減少した．また，2013 年の米国産牛肉の輸入量は 18.6 万トンであり，対前年比で 41％ 増と大幅に増加し
た（財務省『貿易統計』）．



入品の客観的安全性が確保されていても，消費者の主
観的安全性が確保されない状況では，国産品の品質優
位性は安全性によって維持される可能性がある．しか
しながら，余剰分析の結果は，SPS 措置の変更と総
余剰の最大化を両立するためには，主観的安全性につ
いても，輸入品と国産品とで同等の水準を確保する必
要があることを示している．この点については，日米
BSE 事案への対応から，我が国政府は SPS 措置を変
更する際には消費者の懸念に配慮し，情報開示などを
通じて輸入品と国産品の主観的安全性の差を解消する
よう努めていることがわかった．したがって，SPS
協定により客観的安全性の平準化が着実に図られてい
る中で，主観的安全性についても輸入品と国産品の差
はなくなっていく傾向にあると考えられる．草苅

（2011）は，「食の安全・安心意識に期待が寄せられて
いるが，その方向性と家計の嗜好は 2 人以上世帯の高
年齢世帯など，一部の世帯にしか合致していないため，
効果は限定的である」と指摘したが，本稿の分析結果
は，こうした家計の食料消費の特徴に加え，安全性に
ついての国産品の優位性そのものが低下してきている
ことが最近の状況であることを示している．
　こうした状況では，安全性は国産品の品質競争力を
長期的に維持する要因にはならず，今後とも輸入品と
の競争においては価格が重要な要素になることが予想
される．したがって，現在交渉中の TPP 等の自由貿
易協定などへの対応に当たっては，国産農産物の品質
面での実力について，過大評価することがないよう，
これまで以上に慎重に見極めていくことが求められて
いる．

［付記］　本稿は筆者の個人的な見解を示したものであり，
筆者の属する機関のものではない．また，あり得べき
誤りは全て筆者の責任である．
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要旨：我が国では国産農産物は輸入品より「安全・安心」であるとの見方が根強い．しかし，安全性が
国産品の品質優位な状況を確立するのか否かを検証した分析は見当たらない．本稿では WTO/SPS 協
定を考慮しつつ，二国間貿易モデルにより安全性と品質競争力の関係を検証した．理論的な余剰分析か
らは，輸入国が科学的根拠に基づき食品安全に関する措置を変更する場合，総余剰最大化の観点から，
輸入品について国産品と同水準の主観的安全性を確保する必要があることがわかった．日米間の BSE
事案からも主観的安全性の平準化の傾向を確認できる．こうした状況は，安全性は国産品の品質競争力
を確立する要因にはならないことを示唆している．

キーワード：品質競争力，食品の安全性，国産農産物，SPS 協定，余剰分析


